
妙高市規則第２３号 

 

妙高市開発行為等の手続に関する条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、妙高市開発行為等の手続に関する条例（令和７年妙高市条例第１７号。以

下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。  

（一体的開発行為等の判断基準） 

第２条 条例第２条第１号に規定する一体的に利用されている土地又は隣接等している土地にお 

 いて、全体として一体的な土地利用又は一体的な造成を同時又は連続して行うものとみなされ 

る行為等（以下「一体的開発行為等」という。）とは、次の各号のいずれにも該当するものを

いう。 

（１）条例第２条第１号アからエまでに掲げる行為等（以下「開発行為等」という。）が行われ

る土地（以下「甲地」という。）の隣接又は近隣の土地（以下「乙地」という。）において

開発行為等が同時に行われるもの又は甲地において開発行為等が完了した日（条例第１４条

第２項に規定する検査済証の交付の日、建築物の検査済証の交付の日その他完了が確認でき

る日をいう。）から起算して３年以内に、乙地において開発行為等が行われる（甲地に一部

重複して行われる場合を含む。）もの 

（２）甲地の事業者及び乙地の事業者が同一又は同一とみなせるもの、若しくは共同で事業を行

っていると認められるもの 

（３）甲地及び乙地の土地利用の形態等から総合的に判断し、一体的な開発行為等であると市長

が認めるもの  

２ 前項の規定にかかわらず、同項各号に該当しないよう造成時期の調整、事業者の変更等が作

為的に行われたと市長が認めるものについては、一体的開発行為等とみなす。 

（事前協議の協議等）  

第３条 条例第５条第１項の規定により協議をしようとする者は、開発行為等事前協議書（別記様

式第１号）に次に掲げる書面及び図書を添えて市長に正副各１部を届け出なければならない。 

（１）開発区域の位置を明らかにした図面（５０，０００分の１以上の地形図）  

（２）開発区域及びその開発区域の周辺地の状況を明らかにした現況図面（２，５００分の１以

上の地形図） 

（３）開発区域及びその開発区域の周辺地に係る公図の写し 

（４）開発行為等の事業計画平面図 

（５）開発行為等の造成の計画並びに公共施設及び公益施設の計画を明らかにした図面等の資料  

（６）その他市長が必要と認める書面又は図書 

（協議の完了の通知） 

第４条 条例第５条第３項の規定による協議の完了の通知は、開発行為等（変更）協議済書（別

記様式第２号）により行うものとする。 

（協定の変更の届出） 



第５条 条例第７条第１項の規定により協定の変更の協議をしようとする者は、開発行為等変更

協議書（別記様式第３号）に当該変更に係る書面及び図書を添えて市長に正副各１部を届け出

なければならない。  

２ 条例第７条第１項ただし書に規定する軽微な変更は、次に掲げるものとする。  

（１）設計の変更のうち開発区域内に予定される建築物又は特定工作物（以下「予定建築物等」

という。）の敷地の形状を変更するもの。ただし、次に掲げるものを除く。  

ア 予定建築物等の敷地の規模の１０分の１以上の増減を伴うもの 

イ 住宅以外の建築物又は都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号）第１条第１項各

号に規定する工作物の敷地の規模の増加を伴うもので、当該敷地の規模が１，０００平方

メートル以上となるもの  

（２）開発行為等に係る工事の工事施行者の変更  

（３）開発行為等に係る工事の着手予定年月日又は完了予定年月日の変更  

３ 条例第７条第３項の規定による届出は、開発行為等変更届出書（別記様式第４号）に当該変

更に係る書面及び図書を添えて行うものとする。  

（地位の承継の届出） 

第６条 条例第８条第２項の規定による届出は、開発行為等の協定に基づく地位承継届出書（別

記様式第５号）により行うものとする。  

（関係者への説明等の報告） 

第７条 条例第９条第２項の規定による報告は、関係者説明等報告書（別記様式第６号）により

行うものとする。  

（開発行為等に係る基準） 

第８条 条例第１０条及び第１１条に規定する基準は、別記のとおりとする。  

（工事着手の届出） 

第９条 条例第１２条の規定による届出は、開発行為等工事着手届出書（別記様式第７号）によ

り行うものとする。 

（工事完了の届出） 

第１０条 条例第１３条の規定による届出は、開発行為等工事完了届出書（別記様式第８号）に

より行うものとする。  

（検査済証） 

第１１条 条例第１４条第２項に規定する検査済証の様式は、別記様式第９号のとおりとする。  

（工事廃止の届出） 

第１２条 条例第１５条の規定による届出は、開発行為等工事廃止届出書（別記様式第１０号）

により行うものとする。 

（公共施設及び公益施設の管理の移管及び土地の帰属の手続） 

第１３条 条例第１６条第１項の規定により市長に提出する図書は、次の各号に掲げるものとす

る。 

（１）登記に必要な書類 

（２）土地の登記簿謄本 

（３）施設の完成図及び完成写真 



（４）その他市長が必要と認める書類 

（協議会の職務） 

第１４条 条例第１８条第１項に規定する開発対策協議会（以下「協議会」という。）は、条例第

５条第１項及び条例第７条第１項に規定する協議に関して、市長の諮問に応じて必要な事項を

審議し、市長に答申するものとする。 

２ 市長は、次に掲げる開発行為等について協議会に諮問する。 

（１）開発区域の規模が２ヘクタール以上のもの 

（２）店舗の用に供する床面積が１，０００平方メートルを超える商業施設又は客室数が７０室

を超える宿泊施設を伴うもの 

（３）その他市長が特に必要と認めたもの 

３ 協議会における審議事項は次に掲げるものとする。 

（１）道路、水路、公園等及び公共施設に関すること。 

（２）自然環境の保全、災害予防及び公害防止に関すること。 

（３）生活環境や生業等への影響に関すること。 

（４）その他市長が特に必要と認めた事項 

（協議会の会長）  

第１５条 協議会に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し協議会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

（協議会の会議） 

第１６条 協議会の会議は、会長が招集する。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会長は、会議の議長となる。 

４ 議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

５ 協議会は、必要に応じ、委員の一部をもって構成する分科会を置くことができる。 

（協議会の事務局） 

第１７条 協議会の事務局は、建設課に置く。 

（立入調査の身分証明書）  

第１８条 条例第１９条第２項に規定する立入調査をする職員の身分を示す証明書の様式は、別

記様式第１１号のとおりとする。  

（勧告） 

第１９条 条例第２１条の規定による勧告は、開発行為等に係る措置等勧告書（別記様式第１２

号）により行うものとする。 

（命令） 

第２０条 条例第２２条の規定による命令は、開発行為等に係る措置等命令書（別記様式第１３

号）により行うものとする。 

（公表の方法） 

第２１条 条例第２３条の規定による公表は、告示及び広く市民が知ることができるその他の方

法により行うものとする。 



（開発指導審査会） 

第２２条 市長は、条例第５条第１項又は条例第７条第１項の規定による協議その他条例の施行

に関し必要な事項（以下「審査会協議事項」という。）について、開発指導審査会（以下「審

査会」という。）の調査審議に付するものとする。この場合において、審査会は、建設課長が

招集し、議長となる。 

２ 審査会の構成は、次に掲げるとおりとする。ただし、審査会協議事項の内容に応じて市長が

必要と認めるときは、関係する課長（課長相当職を含む。）を加えることができる。 

（１）住宅開発を伴わない開発行為 総務課長、企画政策課長、建設課長、環境生活課長、農林

課長、農業委員会事務局長、観光商工課長及び生涯学習課長 

（２）住宅開発を主たる目的とする開発行為 前号にこども教育課長を加える。 

３ 審査会は、開発指導審査会協議書（別記様式第１４号）による書面審議により行うものとす

る。ただし、市長が必要と認めるときは、前項の規定による構成課長（課長相当職を含む。）

による会議を開催し調査審議するものとする。 

４ 前項ただし書の規定による会議は、必要の都度これを招集することができる。この場合にお

いて、当該会議の庶務は、建設課において処理する。 

（その他） 

第２３条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この規則は、令和８年４月１日から施行する。  

 

別記開発行為等に係る基準 

別記様式 


